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本日の審議事項 

1. サステナビリティ基準委員会（以下「当委員会」という。）は、第 7回サステナビリティ

基準委員会（2023 年 1月 18 日開催）において、「サステナビリティ開示基準の開発に係

る適正手続に関する規則」第 21 条第 3項に従い、当委員会として、以下の項目を当委員

会の審議テーマとして取り上げることを決定した。 

(1) 国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）の S1 基準1に相当する基準（日本版 S1 基

準）の開発（日本版 S1プロジェクト） 

(2) ISSB の S2 基準 1に相当する基準（日本版 S2 基準）の開発（日本版 S2プロジェクト） 

2. 日本版 S1プロジェクトにおける検討状況及び論点リストについては、本資料の別紙にお

示ししている。 

3. 本日は、以下の事項に関する事務局提案についてご意見をお伺いしたい。 

(1) 日本版 S1基準の開発に関する論点 

① 法令により開示が禁止されている事項と準拠表明 

② 一般目的財務報告及びその主要な利用者 

ディスカッション・ポイント 

本日の審議事項について、ご質問やご意見があればいただきたい。 

以 上 

  

                                                   
1 本資料では、ISSB の公開草案「IFRS S1 号『サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要

求事項』」を「S1 基準案」といい、確定した基準を「S1 基準」という。また、ISSB の公開草案「IFRS 

S2 号『気候関連開示』」を「S2 基準案」といい、確定した基準を「S2 基準」という。 
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別 紙 

日本版 S1 プロジェクト 

（主な内容） 

1. 日本版 S1プロジェクトでは、当委員会が開発するサステナビリティ開示基準を国際的に

整合性のあるものとする取組みの一環として、ISSB の S1 基準に相当する基準の開発を

行う。 

（検討状況及び今後の計画） 

2. 当委員会は、2023 年 1 月に、ISSB の S1 基準に相当する基準の開発に着手することを決

定した。当委員会は、ISSB における審議の動向を踏まえ、公開草案の公表に向け審議を

行う予定である。なお、公開草案及び確定基準の目標公表時期は、以下のとおりである。 

1 公開草案の目標公表時期 2023 年度中（遅くとも 2024 年 3月 31 日まで） 

2 確定基準の目標公表時期 2024 年度中（遅くとも 2025 年 3月 31 日まで） 

3. 主な論点は、以下の論点リストのとおりである。当論点リストは、現時点で検討が必要な

項目を示すものであり、審議の状況に応じてハイライトしている。なお、当論点リスト

は、当委員会における基準開発の状況及び ISSB を含む国際的な基準開発の状況に応じて

随時更新する予定である。 

(1) 一通りの提案を行った項目    グレー  

(2) 委員のご意見を踏まえ事務局で再検討を行っている項目 ブルー  

(3) 本日審議する予定の項目     イエロー 
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日本版 S1 プロジェクトの論点リスト（2023 年 3 月 16 日時点） 

No. 論点 

1. S1 基準案に対して当委員会からコメントをした事項 

1-1 サステナビリティ関連のリスク及び機会の識別並びに開示 

1-2 報告の対象期間 

1-3 つながりのある情報（connected information） 

1-4 更新された見積りを反映した比較情報 

1-5 外部組織による指針等の参照 

1-6 法令により開示が禁止されている事項と準拠表明 

1-7 複数事業を営む企業における考慮事項 

2. ISSB の再審議において新たに追加された要求事項 

- 現時点では該当なし 

3. 日本の制度等にあわせて追加又は修正の検討を事務局が提案する事項 

3-1 日本基準において追加すべきか検討することが考えられる概念及び用語 

① 一般目的財務報告及びその主要な利用者 

② 報告企業（reporting entity） 

③ 「重要性がある（material）」の定義 

④ 有用なサステナビリティ関連財務情報の質的特性 

⑤ 公表の承認日（date of authorisation for issue） 

3-2 関連する財務諸表の作成基礎として用いた会計基準の開示 

 

以 上 


